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第１章 林野公共事業における費用対効果分析について

Ⅰ 林野公共事業における費用対効果分析の前提条件と基本的な考え方

（１）事業の目的の明示

費用対効果分析は、事業の目的を明示して実施することとする。事業を実施する場

合と実施しない場合を比較して行う。

（２）費用対効果分析の基本的考え方

１）評価手法

林野公共事業は、対象とする森林の多様性、超長期性等から、その評価や評価

の基礎となる将来の社会・経済状況の予測は極めて困難な面があるが、可能な限

り事業特性に応じた適切な手法を選択するものとする。

２）重複計測の排除

分析に当たっては、同一の効果に係る重複計測を排除するものとする。

３）その他

林野公共事業が他の事業と一体的に実施されることにより、相乗効果が発現さ

れると認められる事業のみを対象とする分析のほか、適宜、他の事業も含めた分

析を行うこととする。

他の事業も含めた分析を行う場合であっても、同一の効果について重複計測を

排除するものとする。

（３）分析の対象期間

分析の対象期間は、その対象となる施設の耐用年数、効果の発現期間等を考慮し

て定めることとし、評価結果の公表等に際して明示するものとする。

なお、森林の超長期性に起因して、事業実施による効果の発現期間を特定できな

い場合にあっては、当面の間、他の公共施設の耐用年数や森林の造成に係る期間等

を参考として、対象期間を設定することができるものとする。

（４）社会的割引率

社会的割引率は、４％とする。

（５）基準年度

便益及び費用の現在価値化の基準年度は、評価を実施する年度とする。

（６）費用の計測

費用は、整備等に要する経費及び維持管理に要する経費につき、現在価値化を行

い計測することとする。



- １ -Ⅰ- 2 -

（７）効果の計測

効果は、事業を実施した場合の効果について、事業特性を踏まえ網羅的に整理し

た上で整備する施設の耐用年数若しくは森林の効果の発揮期間に応じて貨幣化し、

現在価値化を行い計測することとする。

貨幣化が困難な場合はできるだけ定量化することとし、定量化が困難な場合にあ

っては、定性的な記述による評価を行うこととする。

また、効果の計測に当たっては、可能な限り、公表されている一般的な統計デー

タ、客観的なデータ等を用いるともに、事業実施によるマイナスの効果についても、

適正にこれを評価するものとする。

（８）感度分析等

費用・効果の計測に当たっては、事業特性を踏まえ、設定された前提条件（単価

等）を変えた場合の影響等について検討を行うこととする。

（９）分析結果を踏まえた事業の評価

貨幣化による費用対効果分析の結果は、計測された効果と費用の比をもって表す

こととする。

（10）費用対効果分析の手法の見直しについて

費用対効果分析の手法については、必要に応じ逐次見直しを行い、より精緻な分

析となるよう、その内容の充実に努めることとする。
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総 括 表

事 業 実 施 に よ る 便 益 項 目 治 山 事 業 森林整備事業

水源涵養便益

山地保全便益

環境保全便益

災害防止便益

自然環境、風致保全形成

木材生産等便益

森林整備経費
縮減等便益
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事 業 実 施 に よ る 便 益 項 目 治 山 事 業 森林整備事業

走行時間短縮便益 ○
一般交通便益

走行経費減少便益 ○

アクセス時間短縮等便益
森林の総合利用
便益 アクセス時間短縮便益 ○

アクセス経費減少便益 ○

ふれあい機会創出便益 ○

フォレストアメニティ施設利用
便益

利用確保便益 ○

施設滞在便益 ○

副産物増大便益 ○

災害時迂回路等確保便益 ○
災害等軽減便益

防火帯便益 ○

災害復旧経費縮減便益 ○

維持管理費縮減便益 ○

生活用水確保便益 ○

山村環境整備 生活排水浄化便益
便益

し尿処理経費等縮減便益 ○

浄化槽設置経費縮減便益 ○

集落内臭気防止便益 ○

集落内除雪便益 ○

土地創出便益 ○

生活安定確保便益 ○

通行安全確保便益 ○
その他の便益

環境保全確保便益 ○

森林内施設管理経費縮減便益便 ○
益

ボランティア誘発便益 ○

注）：効果項目は当該事業種において代表的な 区 分 数 量 化 定 性 化
効果を記載した。詳細は、各事業毎の表 （定量化）
を参照されたい。 効 果 ○ ◇
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Ⅱ 治山事業における効果の計測方法

１ 費用対効果分析の基本方針

（１）基本方針

１）費用対効果分析の基本的な考え方

２）実施の原則

① 評価期間

50

100
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② 便益、費用計測

（２）各便益計測の考え方

① 水源涵養便益

② 山地保全便益

評
価
最
終
年
度

事
業
着
手
年
度

耐用年数整備期間

評価期間

費
用

便
益

評
価
年
度

事
業
完
了
年
度
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③ 環境保全便益

④ 災害防止便益

（３）事業区分別に評価する便益
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（４）評価方法について



- １ -Ⅱ- 5 -

（５）治山事業における重複計測の排除

① 山地保全便益と災害防止便益

② 代替物の重複
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２ 個別便益の算定

（１）水源涵養便益

涵

１）洪水防止便益

f1

f2

T
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f1

f2
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２）流域貯水便益

T



- １ -Ⅱ- 9 -

D2

D1



- １ -Ⅱ- 10 -

３）水質浄化便益

T
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D2

D1
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（２）山地保全便益

１）土砂流出防止便益

3
3

V1

V2

T
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3
3

２）土砂崩壊防止便益

V2
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【治山事業を実施した場合】

10 -101.5 1.050 50
+

50

【治山事業を実施しない場合】
Y

2 1.5
50

【治山事業の実施によって期待される土壌保全効果】
V2-V1 -10
Y-10 100 Y-10

事業を実施する場合

事業を実施しない場合

累
積
崩
壊
量

10年 評価最終年事業実施年
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-2
t=1

U /

mm mm
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（３）環境保全便益

１）炭素固定便益

BEF

1

2

2 1

V2

V1

炭素固定便益

  １．樹木固定分

  ２．森林土壌蓄積分

（地上バイオマス+地下バイオマス）

（枯死木+リター+土壌）
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V2

V1

ｔ
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1

30

30

/t- 2
t- /ha

t- /ha
T

30cm

30cm
ha

ha
t- /ha

44/12
cm/

cm/
30 cm
0.3

C + +0.1

C + +

C

C2
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t- /ha/

２）気候緩和便益

３）騒音軽減便益

S1

S2

T
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４）飛砂軽減便益

５）風害軽減便益

T

T
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６）大気浄化便益

７）霧害軽減便益

T

T
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８）火災防備便益

９）漁場保全便益

10）生物多様性の保全便益

11）保健休養便益

T
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Y

（４）災害防止便益

１）山地災害防止便益

+

２）なだれ防止便益
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+

３）潮害軽減便益（高潮、波浪、津波、塩害等）

+

４）海岸侵食防止便益

+
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３ 被害想定額の算定方法

（１）直接被害額の算定

１）家屋
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２）家庭用品

３）事業所償却・在庫資産

４）農漁家償却・在庫資産

５）農作物

６）公共土木施設等

（２）間接被害額の算定

１）営業停止損失額

0.06
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２）家庭における応急対策費用

３）事業所における応急対策費用

４）交通途絶による波及被害額
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４ その他

(1) 様式１

便 益 集 計 表
（治 山 事 業）

事 業 名： 都道府県名：

施行箇所：

（単位：千円）

大区分 中区分 評価額 備 考

総 便 益（Ｂ）

総 費 用（Ｃ）

Ｂ
費 用 便 益 比 = =

Ｃ

※「大区分」及び「中区分」欄は、「事業区分別に評価する便益」により記入
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(２) 様式２

事 業 費 集 計 表
（治 山 事 業）

事 業 名： 都道府県名：

施行箇所：

（単位：千円）

年 事業費 現在価値額 年 事業費 現在価値額

評価実施年 ×1.0000 耐用年数26 ×0.2965

整備開始年 ×0.9615 27 ×0.2851

２ ×0.9246 28 ×0.2741

３ ×0.8890 29 ×0.2636

４ ×0.8548 30 ×0.2534

整備完了年 ×0.8219 31 ×0.2437

耐用年数１ ×0.7903 32 ×0.2343

２ ×0.7599 33 ×0.2253

３ ×0.7307 34 ×0.2166

４ ×0.7026 35 ×0.2083

５ ×0.6756 36 ×0.2003

６ ×0.6496 37 ×0.1926

７ ×0.6246 38 ×0.1852

８ ×0.6006 39 ×0.1780

９ ×0.5775 40 ×0.1712

10 ×0.5553 41 ×0.1646

11 ×0.5339 42 ×0.1583

12 ×0.5134 43 ×0.1522

13 ×0.4936 44 ×0.1463

14 ×0.4726 45 ×0.1407

15 ×0.4564 46 ×0.1353

16 ×0.4388 47 ×0.1301

17 ×0.4220 48 ×0.1251

18 ×0.4057 49 ×0.1203

19 ×0.3901 50 ×0.1157

20 ×0.3751 合計

21 ×0.3607

22 ×0.3468

23 ×0.3335

24 ×0.3207

25 ×0.3083

Ｃ ＝ 千円

注）本表は、整備期間５年及び耐用期間50年の場合について、当初の事業費と維持

管理費用を見込んだ表である。
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（参考）

保全効果区域の考え方

水源涵養便益や山地保全便益等の評価に当たって保全効果区域を検討する必要があ
かん

る場合は、下図を参考として適宜効果区域を地形図上において測量し、用いることと

する。

渓間工の保全効果区域



- １ -Ⅱ- 31 -

山腹工の保全効果区域


